
つくば市都市計画マスタープラン及びつくば市立地適正化計画について
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「医療・福祉・商業等の都市の居住者に必
要な施設で、都市機能の増進に寄与する
ものの立地を誘導すべき区域」であり、こ
れらのサービスの効率的な提供を図る

誘導する施設（誘導施設）の例
１）商業施設
２）社会福祉施設
３）教育文化施設
４）医療施設
５）産業・業務機能

③都市機能誘導区域
①立地適正化計画区域

「都市の居住者の居住を誘導すべき区
域」であり、居住を誘導して人口密度を
維持することで、生活サービスやコミュ
ニティの確保を図る

②居住誘導区域

都市計画区域全体とすることが基本

図 立地適正化計画のイメージ

◆つくば市都市計画マスタープラン（平成28年（2016年）１月）【通称「都市マス」】
・都市計画法に基づく市町村の都市計画に関する基本的な方針（マスタープラン）
・住民に最も近い立場にある市町村が、その創意工夫のもとに住民の意見を反
映し、まちづくりの具体性ある将来ビジョンを確立し、地区別のあるべき「まち」
の姿を定めるもの
・つくば市が定める都市計画は、都市マスに即したものでなければならない

◆つくば市立地適正化計画（平成30年（2018年）９月）【通称「立適」】
・市町村マスタープランの高度化版
・居住や都市の生活を支える機能の集積と地域交通の再編との連携により、都
市計画と公共交通を一体化、『コンパクト・プラス・ネットワーク』のまちづくり
を進める
・区域（居住誘導区域、都市機能誘導区域）や誘導すべき施設（誘導施設）の設定、
届出制度により、居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールし、市街地の
空洞化防止を図る



◆つくば市における都市づくりの課題（抜粋）

都市づくりにおける課題のうち、代表的なものとしては以下があげられる

つくば市都市計画マスタープラン及びつくば市立地適正化計画の改定について
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◆改定の理由 P.2

◆目標年次・将来人口目標

まちづくりは長期的な目線で取り組む必要があることから、おおむね20年間を計画期間
とし、目標年次及び将来人口目標は以下のとおり

目標年次：令和27年（2045年） 将来人口目標：約290,000人

P.6

P.84～91

・人口減少、少子高齢社会を見据えた都市づくりへの転換

・利便性の高い拠点市街地と快適な住環境の形成

・つくばエクスプレス及び圏央道沿線での開発圧力の高まりへの対応

・持続可能な公共交通ネットワークの構築

・環境との共生に配慮した都市づくり

・災害に強い都市づくり

・固有の特性・資源をいかした地域主体の地域づくり

都市計画マスタープランの策定から９年、立地適正化計画の策定から６年が経過し、
昨今の都市を取り巻く状況も大きく変化していることに鑑み、現行計画策定後に作成
された各種計画を踏まえつつ両計画を一体的に見直し策定

P.107



図 拠点連携型持続可能都市のイメージ

改定のポイント１ 基本理念・目標・将来都市構造
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P98～◆まちづくりの基本理念

ともにつくる”持続可能都市”つくば

～地域の資源を次世代に継承し、世界に発信するまち～

◆将来都市構造のイメージ

P.94

◆まちづくりの目標 P.95～96

P.98

土地利用によるゾーニング、都市機能に応じた拠点、そ
れらを結ぶネットワークを設定し、これらを組み合わせた
「拠点連携型持続可能都市」の構築を進める

・機能的な市街地と豊かな自然・農村集落が共生するまち

・科学技術をいかし、世界に貢献する活力あるまち

・地域資源に魅力を感じ、多くの人が集い・交流するまち

・市民みんなで育て、次代につないでいくまち

・誰もが安全・安心を実感し、住み続けたいまち

・人にも環境にも優しい、快適で持続可能なまち



図 将来都市構造図

（P106）

改定のポイント１ 基本理念・目標・将来都市構造
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P99～105◆将来都市構造の考え方
土地利用によるゾーニング、都市機能に応じた拠点、それ
らを結ぶネットワークを設定し、これらを組み合わせた拠
点連携型持続可能都市の構築を進める

地域中心拠点

地域生活拠点

地域持続化拠点

産業集積拠点（工業団地）

産業集積拠点候補地

周辺市街地R8を地域持続化拠点として位置付け、
市街地とその周辺も含めた住民の生活に必要となる
都市機能を集積・維持し、持続可能なコミュニティの
形成を図る

つくば中央IC周辺に加え新たに4か所を設定し、市
の発展に資する土地利用について検討し、地域経済
の活性化を図る

広域中心拠点



筑波コミュニティ

大穂コミュニティ

豊里コミュニティ

つくばエクスプレス沿線コミュニティ

学園都市コミュニティ

茎崎コミュニティ

谷田部コミュニティ

桜コミュニティ

現行計画

改定のポイント２ 地域別構想（エリアプラン）
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改定案

西部エリア

北部エリア

南部エリア

東部エリア

中央エリア

P138◆エリア分けの改定
地域別構想（あるべき市街地像等の地域像、実施されるべき施策）について、地域の成り
立ちを踏まえた区分（旧６町村+学園都市+TX沿線）から、市民のくらしを踏まえた面的な
つながりを重視した区分（東西南北+中央）に変更



◆地域が目指す将来像の設定
エリアごとの特徴を踏まえ、地域が目指す将来像を新たに設定

改定のポイント２ 地域別構想（エリアプラン）
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P140～168

北部エリア

…筑波山の自然・恵みがも

たらす歴史とレクリエー

ションのまち

西部エリア

…首都圏へのアクセス性に

優れ、市街地と自然・田

園が調和した魅力あるまち

南部エリア

…水辺をのぞむ利便性の高

い安全・安心なまち

東部エリア

…多様な市民と緑豊かな自

然が共存する住み続けた

いまち

中央エリア

…高度な都市機能を備え、

人々が集う、にぎわい

あふれるまち

◆将来像実現に向けた目標の設定
将来像実現に向けた目標を設定し、整備

方針（実施施策）のもとまちづくりを進めま
す。



・市の発展に資する土地利用実現に向けた取り組み

…（産業系土地利用の推進）
市内企業の業務拡大や市外企業の新規立地に対応し、地域の活性化を図るため、市街化調整区域から候補

地を選定し、産業系土地利用の適正な誘導方策について検討します。

…（幹線道路沿道の土地利用）
インターチェンジ周辺や４車線以上の幹線道路沿道など、開発需要の高い地域については、農林業との調整

を図りつつ、大規模開発事業等を適切に誘導します。

改定のポイント３ 整備方針（実施施策）
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◆実施施策の見直し
・都市づくりにおける課題、 都市づくりに必要となる新たな視点を踏まえ、時勢に応じた取
り組みを反映させるべく見直し

P108～P136、P140～P168

P111

P112

・スーパーシティの実現に向けた取り組み

P112

提供：つくばまちなかデザイン㈱

P16４～165

…（特区制度を活用した土地利用の検討）
科学技術の集積をいかした産業化促進と社会実装に取り組み、 「つくばスーパーサ

イエンスシティ構想」の実現に向けた特区制度の活用・地域に応じた効果的かつ適正な
土地利用方策を検討します。

…（国家公務員宿舎等の削減をふまえた都市再生）
つくば駅に近接する吾妻二丁目国家公務員宿舎跡地（70街区）については、研究学

園都市の研究成果や人材の集積をいかした交流の場や最先端の技術を街区単位で実
現できる社会実装の場となるようなイノベーション拠点の形成を目指します。



改定のポイント３ 整備方針（実施施策）
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・周辺市街地の活性化に向けた取り組み

…（周辺市街地の整備・保全と活性化）
地域持続化拠点として位置付けた周辺市街地では、地域主体の地域活性化

に関する取り組みを支援するとともに、豊かな自然環境の保全と住環境の整
備を図りながら公共公益施設等の充実を図ります。また、伝統的な街並みを残
す市街地や商店街の維持活性化方策を検討します。

P133

P166

P111

◆実施施策の見直し（つづき）

・脱炭素まちづくりに向けた取り組み

…（脱炭素まちづくりの推進）
つくば駅周辺での脱炭素先行地域の取り組みを市内の他地域にも波及させ、都市全体の脱炭素化を目指しま
す。

…（脱炭素先行地域の実現）
つくば市全域における民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うCO2排出の実質ゼロを実

現するため、つくば中心市街地に「脱炭素ドミノ」のモデル地区をつくります。具体的には、既存共同溝を活用し
たマイクログリッドの構築や、地域資源を活用したバイオマス発電等により、脱炭素化を目指します。



改定のポイント４ 居住誘導区域・都市機能誘導区域の変更
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P172、P176

P172～174

P176～P178

◆区域の考え方の見直し
既存の土地利用との整合や、今後の都

市再生の必要性等を考慮し見直し

◆居住誘導区域の変更（除外）
吾妻第四地区地区計画(吾妻二丁目公

務員宿舎跡地)において、イノベーション
拠点を誘導する区域として住宅の立地を
制限したことに伴い、居住誘導区域から
除外

※TX沿線の誘致施設用地等と同様に除外

◆都市機能誘導区域の変更（追加）
研究学園駅周辺（葛城地区）において

は、行政施設や大規模商業施設等高度な
都市機能と高い交通結節機能を有してい
ることから、新たに都市機能誘導区域を
設定



改定のポイント５ 誘導施設の変更等（立地適正化計画）
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機能
施設 立地状況

（定義等） つくば駅周辺 研究学園駅周辺

行政機能 市役所（本庁舎）（つくば市役所の位置を定める条例に定めるつくば市役所）
窓口センター（つくば市行政組織規則に定める窓口センター） 〇 〇

P180～181

P181

◆行政施設の追加
研究学園駅周辺に市役所が立地する現況、令和５年12月につくば駅前窓口センターが

開設されたことを踏まえ、今後もつくば駅周辺、研究学園駅周辺において今後維持する施設
として行政施設を新たに追加

◆誘導区域への立地が望ましい誘導施設以外の施設の見直し
居住誘導区域内における生活利便性の向上と、住民の生活を支える拠点としての機能強

化による市街地周辺のコミュニティも含めた地域全体の活性化を図るため、日常生活に必要
となる施設の誘導を図る

【今回追加した施設の例】ドラッグストア、交流センター・会議室等の交流施設、都市公園等



改定のポイント６ 防災指針の追加
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◆防災指針
市街地の災害リスクを踏まえ課題を抽出し、防

災性の向上を図るための方針を定める

◆内容
居住誘導区域における災害ハザード情報・課題

を整理し、それに対する取組方針、具体の取組施
策、スケジュール等を設定

※市内の居住誘導区域における災害ハザード情報は河川の洪水浸水
想定が主であることから、 事前の避難徹底を基本に被害軽減を図
る方向で整理

図 防災・減災まちづくりの取組方針と具体的な取り組み(P222)

表 具体的な取り組み・スケジュール（P221）

P190～228



…市民参加の促進
地域のまちづくり活動の充実、多様かつ専門的な知識と経験を持つまちづくり

の担い手となりうる人材の掘り起こし、市民向け講座等によるまちづくりに対する
意識啓発等を図ります。

…国、研究機関、茨城県等との連携
連携強化、最新の知見を活用したまちづくりの推進、推進関連自治体との連携等

を図ります。

改定のポイント７ まちづくりの進め方

12

◆まちづくりにおける多様な主体の参画の推進
計画の実現に向け、行政と市民、国・県等の公共団体、民間企業等といった多様な主体によ
る役割分担と相互の協働のもとまちづくりを進める

◆内容
スーパーシティに係る先進的な取り組み、脱炭素化の実現、住民主体の地域振興等、多様

な分野と連携しながら総合的なまちづくりを推進

P230～231

図 市民向け講座の例

…民間企業等の活力の活用
民間企業のノウハウや資本等の活用、地域活動やまちづくりへの参画促進による地域を活性化等を図ります。

…エリアマネジメントの推進
エリアマネジメント団体を中心に多様な主体が連携しながら持続可能な地域づくりを図ります。

P232


